
（単位：百万円）

算定値 算定内容

1,509,255 満期一括債償還分を含む地方債の実現在高

11,982 債務負担行為として予算に計上しているもののうち、公債費に準じるものを算定

49,253 普通会計以外の特別会計に係る地方債の償還等に充てる繰入見込額を算定

該当なし

301,486
職員全員が前年度末に自己都合で退職すると仮定した場合に支給すべき退職手
当を算定

23,953

0 道路公社の借入金残高等の負債のうち、負担が見込まれる額を算定

0 土地開発公社の負債のうち、負担が見込まれる額を算定

23,953 第三セクター等への損失補償額のうち、負担が見込まれる額を算定

0 全会計ベースの実質赤字額を算定

該当なし

1,895,929

69,130 全基金残高のうち、地方債償還財源へ充当可能な額を算定

35,052
地方債の償還財源に充てることのできる公営住宅使用料等の特定の歳入の額を
算定

699,022 府債の残高に普通交付税の算入割合を乗じて見込額を算定

803,205

1,092,724

507,118 （臨時財政対策債発行可能額含む）

61,501 Ｈ２０の府債の償還金に普通交付税の算入割合を乗じて見込額を算定

445,617

245.2%

注　四捨五入の関係で端数があわないことがあります
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